
 1 

別 紙 ３ 

平成２８年度北海道大学情報基盤センター共同研究成果報告書 

 

 １．研究領域番号  A4 

 

 ２．研究課題名  CS アンプラグドによる学習効果に関する実践的研究 

 

 ３．研 究 期 間  平成２８年 ４月 １日 ～ 平成２９年 ３月３１日 

 

 ４．研究代表者 

氏   名 所属機関・部局名 職  名 備  考 

西田 知博 大阪学院大学・情報学部 准教授  

 

 ５．研究分担者 

氏   名 所属機関・部局名 職  名 備  考 

兼宗 進 大阪電気通信大学・工学部 教授  

岡部 成玄 北海道大学 名誉教授  

布施 泉 北海道大学・情報基盤センター 教授  

    

    

 

６．共同研究の成果 

    下欄には，当該研究期間内に実施した共同研究の成果について，その具体的内容，意義，重要性等を，共同研究 

申請書に記載した「研究目的」と「研究計画・方法」に照らし，800字～1,000字で，できるだけ分かりやすく 

記載願います。文章の他に，研究成果を端的に表す図表を貼り付けても構いません。なお、研究成果の論文・学会  

発表等を行った実績（発表等の予定を含む。）があれば、あわせて記載して下さい。 

本研究は，初等中等教育ならびに高等教育における一般情報教育の実践的研究を目的とし，特に，

コンピュータ科学の基本的概念を理解するためのコンピュータを使わないコンピュータ科学の教育

手法である CSアンプラグドの導入と展開の可能性について焦点を当てたものである。 

平成 27 年度の本共同研究の経費により，CS アンプラグドの実践を大学及び高等学校等で行い，

その学習効果に関わる実践研究を進めた。CSアンプラグドは，初等中等教育において，学習者にコ

ンピュータ科学の基本的概念を理解し，好奇心を引き出すことに効果があることは見受けられるが，

その学習効果の持続性について，きちんと評価を行うことは難しい。 

本研究の目的は，高等学校及び大学における一般情報教育の授業等で，どのような学習構成を取

ることで CSアンプラグドの効果を持続し，学習者における新たな知識構築に役立てることができる

のかを実践的に評価することである。そのために，実際に，大学及び高等学校の教育現場において

授業を実践することによって測定をおこなった。題材としては，平成 27年度に実践したものと同じ，

公開鍵暗号方式を取り上げ，「コンピュータを使わない」ことが基本の CSアンプラグドにあえてコ

ンピュータ上のツールの補助を加えることによって，短時間でありながら学習者に定着するような

授業の構成を検討し，実践を行った。 
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（研究成果のつづき） 

1．現状の情報交換と研究打ち合わせ 

 ・研究代表者・分担者が平成 27 年度の研究成果について分析し，CS アンプラグド学習手法で有

向であった部分の確認と，授業実践で不十分であった部分の洗い出しと，それを補うために必

要なツールの検討を行った。その後，高等学校ならびに大学において，平成 28年度に行う授業

のデザインを検討した。 

2. 研究実践 

 ・1 を踏まえ，大学の学習者と高等学校の学習者に対し，実践授業を行った。大学での実践は，

北海道大学の情報学 IIの 1クラスの授業 1コマで行い，テーマは平成 27年度と同じ公開鍵暗

号とした。時間が不足した前年度の反省を活かし授業内容を絞り込み，暗号化に必要な計算を

サポートするプログラムを提供した。さらに，これまで著作権教育のために用いてきたネット

ワーク上のツールである「創作エディタ」を利用し，学生同士が暗号化した文字の交換を行い，

暗号が伝わることを実感させることによって公開鍵暗号のしくみが理解できるような実践を行

った。 

 ・高等学校での実践は，小樽市の道立高校において 45分×2コマを使い，大学と同じ内容を学習

する授業を行った。高校生対象であるので，暗号化に必要な計算をサポートするプログラムは

利用しやすいネットワーク上のツールとして提供するようにした。また，暗号化や復号の作業

が複雑にならないような演習展開をおこなった。ネットワーク構成の制限で，校外ネットワー

クへのアクセスが過多になり，使用しているツールのレスポンスが悪くなってしまうというト

ラブルが発生したため，暗号の交換をするところまで演習を進めることができた生徒は多くな

かったが，難しかを感じつつ，面白さ・楽しさを感じた生徒は多く，難しい公開鍵暗号の原理

に興味を持ってもらえる結果となった。 

3.今後の実践研究等に関する研究打ち合わせ 

 ・これらを踏まえ，実践結果を分析し，次の実践に向けた授業内容の改善案を検討した。その結

果として，今後の授業のために必要な教具やツールの整備を行うこと確認した。また，平成 27

年度の成果とあわせて論文化を進めることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


